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１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 15,175 △17.1 434 △78.8 550 △73.6 424 △71.5

2026年３月期第１四半期 18,302 8.1 2,050 △3.1 2,087 △2.6 1,488 3.4

(注) 包括利益 2027年３月期第１四半期 388百万円(△74.6％) 2026年３月期第１四半期 1,528百万円( 6.9％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 3.30 －
2026年３月期第１四半期 11.39 －

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

(注) 2026年3月期末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2026年３月期第１四半期に係る

各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年３月期第１四半期 78,680 52,618 66.8 408.48
2026年３月期 82,772 53,191 64.2 413.03

(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 52,564百万円 2026年３月期 53,128百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 7.00 － 7.50 14.50
2027年３月期 －
2027年３月期(予想) 7.00 － 7.50 14.50

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 75,000 8.9 4,000 △25.0 4,500 △18.8 2,750 △18.7 21.37

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 138,809,400株 2026年３月期 138,809,400株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 10,126,576株 2026年３月期 10,177,069株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 128,662,781株 2026年３月期１Ｑ 130,628,340株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想

に関する事項については、【添付資料】３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将

来予測情報に関する説明」をご参照ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中東情勢の影響や円安の進行に伴う物価高など一部に弱めの

動きもみられますが、全体的には緩やかに回復しております。原油価格等の上昇が景気の下押し要因となっている

ものの、高水準の企業収益や雇用・所得環境の改善などが経済を下支えしております。輸出はアジア及び欧米向け

を中心に持ち直し、輸入はおおむね横ばい傾向で推移しております。また、個人消費にも持ち直しの動きがみられ

ました。引き続き、物価や為替の動向、米国の通商政策や地政学的リスク、金融資本市場の変動を注視していく必

要があります。

一方、当業界を取り巻く公共投資につきましては、令和７年度補正予算（前年度比2.3％増）や令和８年度当初予

算（同0.4％増）を背景に、公共工事請負金額の累計も対前年同期比11.8百億円増の101.9％の実績となっているこ

とから、今後も堅調に推移することが見込まれます。他方で、建設資材価格の高止まりや、時間外労働の上限規制

を背景とした慢性的な人手不足・労務費の上昇が続いており、事業環境は依然として予断を許さない状況にありま

す。

このような状況におきまして、当社グループ全体で受注活動に取り組んだ結果、当第１四半期連結累計期間の受

注高は、105億１百万円（前年同四半期比53.8％減）となりました。鋼構造物事業において増加となりましたが、建

設事業、港湾事業において減少し、グループ全体では減少となりました。

売上につきましては、売上高は151億７千５百万円（前年同四半期比17.1％減）となりました。工程は概ね予定通

りではありますが、当第１四半期連結累計期間においては進捗が緩やかとなり、前年同四半期比で減少となりまし

た。また、受注残高につきましては、上記の受注及び売上の状況より、1,120億１千２百万円（前年同四半期比6.0

％増）となりました。

損益面では、売上高の減少に伴い売上総利益は22億５千２百万円（前年同四半期比42.4％減）、販売費及び一般

管理費は前年同四半期比で42百万円減少しましたが、営業利益は４億３千４百万円（前年同四半期比78.8％減）と

なり、経常利益は５億５千万円（前年同四半期比73.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億２千４百

万円（前年同四半期比71.5％減）となりました。

なお、セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 建設事業

当セグメントにおきましては、売上高は136億４百万円（前年同四半期比11.1％減）、セグメント利益(営業利益)

は６億４千８百万円（前年同四半期比67.3％減）となりました。

② 鋼構造物事業

当セグメントにおきましては、売上高は９億２百万円（前年同四半期比62.6％減）、セグメント損失(営業損失)

は１億４千７百万円（前年同四半期はセグメント利益(営業利益)１億３千万円）となりました。

③ 港湾事業

当セグメントにおきましては、売上高は６億１千万円（前年同四半期比17.6％増）、セグメント損失(営業損失)

は９千万円（前年同四半期はセグメント損失(営業損失)７千８百万円）となりました。

④ その他

太陽光発電による売電事業、不動産賃貸事業及びインターネット関連事業により、売上高は５千７百万円（前年

同四半期比2.8％減）、セグメント利益(営業利益)は２千１百万円（前年同四半期比31.1％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における総資産は786億８千万円となり、前連結会計年度末に比べ40億９千１百万円

減少しました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ7.7％減少し、515億２千４百万円となりました。これは、現金及び預金が

36億８百万円増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が67億１千３百万円、未成工事支出金が５億９千９

百万円、立替金が８億１千８百万円減少したことなどによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ0.9％増加し、271億５千５百万円となりました。これは、のれんが７千８

百万円減少しましたが、機械及び装置(純額)が１億１千７百万円、建設仮勘定が１億８百万円増加したことなどに

よるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ15.1％減少し、187億８千万円となりました。これは、未成工事受入金が12

億７千７百万円、預り金が11億９千９百万円増加しましたが、支払手形・工事未払金が33億８千２百万円、短期借

入金が20億円減少したことなどによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ2.3％減少し、72億８千２百万円となりました。これは、長期借入金が１億

５千万円、繰延税金負債が１億２百万円減少したことなどによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ1.1％減少し、526億１千８百万円となり、自己資本比率は66.8％となりまし

た。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2027年３月期の業績予想につきましては、2026年５月14日に公表いたしました「2026年３月期決算短信〔日本基

準〕（連結）」の業績予想数値から変更はございません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,603 19,211

受取手形・完成工事未収入金等 34,045 27,331

未成工事支出金 2,304 1,705

材料貯蔵品 687 665

立替金 2,064 1,246

未収還付法人税等 65 43

未収消費税等 60 372

その他 1,018 949

貸倒引当金 △3 △0

流動資産合計 55,845 51,524

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,947 2,941

機械及び装置（純額） 3,242 3,360

土地 5,531 5,531

建設仮勘定 1,817 1,925

その他（純額） 319 331

有形固定資産合計 13,858 14,090

無形固定資産

のれん 2,799 2,721

ソフトウエア 477 466

その他 69 64

無形固定資産合計 3,346 3,252

投資その他の資産

投資有価証券 4,290 4,277

出資金 401 401

関係会社株式 212 212

退職給付に係る資産 92 93

繰延税金資産 445 512

長期未収入金 3,969 4,000

その他 338 339

貸倒引当金 △29 △23

投資その他の資産合計 9,721 9,813

固定資産合計 26,926 27,155

資産合計 82,772 78,680
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 11,942 8,559

短期借入金 2,080 80

１年内返済予定の長期借入金 385 439

未払金 2,724 2,461

未払法人税等 709 383

未払消費税等 179 28

未成工事受入金 1,701 2,978

預り金 1,365 2,564

賞与引当金 47 576

工事損失引当金 503 393

完成工事補償引当金 83 12

損害賠償引当金 30 －

その他 371 304

流動負債合計 22,123 18,780

固定負債

長期借入金 2,617 2,467

株式報酬引当金 177 183

特別修繕引当金 5 0

役員退職慰労引当金 6 6

退職給付に係る負債 1,168 1,211

長期未払金 2,240 2,272

繰延税金負債 1,167 1,065

その他 73 74

固定負債合計 7,457 7,282

負債合計 29,580 26,062

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 2,072 2,072

利益剰余金 45,745 45,193

自己株式 △2,165 △2,151

株主資本合計 50,653 50,115

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,677 1,667

退職給付に係る調整累計額 797 781

その他の包括利益累計額合計 2,475 2,449

非支配株主持分 63 53

純資産合計 53,191 52,618

負債純資産合計 82,772 78,680
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高

完成工事高 18,302 15,175

売上原価

完成工事原価 14,391 12,923

売上総利益

完成工事総利益 3,910 2,252

販売費及び一般管理費 1,860 1,817

営業利益 2,050 434

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 34 110

特許権使用料 11 16

スクラップ売却益 3 2

その他 13 26

営業外収益合計 64 156

営業外費用

支払利息 4 5

前受金保証料 10 18

支払手数料 6 3

設備賃貸費用 0 9

その他 5 4

営業外費用合計 27 40

経常利益 2,087 550

特別利益

固定資産売却益 － 88

訴訟和解金 89 －

特別利益合計 89 88

特別損失

出資金評価損 1 －

支払補償金 － 9

特別損失合計 1 9

税金等調整前四半期純利益 2,175 629

法人税、住民税及び事業税 932 372

法人税等調整額 △225 △156

法人税等合計 707 215

四半期純利益 1,468 414

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △19 △9

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,488 424
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純利益 1,468 414

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 49 △9

退職給付に係る調整額 10 △16

その他の包括利益合計 60 △26

四半期包括利益 1,528 388

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,548 398

非支配株主に係る四半期包括利益 △19 △9
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 996 7.50 2025年３月31日 2025年６月26日 利益剰余金

（注） 2025年６月25日開催の定時株主総会による配当金の総額には、株式報酬制度に係る信託（株式会社日本カスト

ディ銀行（信託口））が保有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 976 7.50 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

（注） 2026年６月25日開催の定時株主総会による配当金の総額には、株式報酬制度に係る信託（株式会社日本カスト

ディ銀行（信託口））が保有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

(企業結合に係る暫定的な処理の確定)

2025年２月26日に行われた株式会社榮開発との企業結合について、前々連結会計年度において暫定的な会計処理

を行っておりましたが、前連結会計年度に確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、前連結会計年度の連結財務諸表に含まれる比較情報において取得原価の当

初配分額に重要な見直しが反映されており、暫定的に算定されたのれんの金額 296百万円は、会計処理の確定によ

り326百万円減少し、負ののれん発生益30百万円となりました。負ののれんの発生益の発生は、主に機械及び装置

（純額）が290百万円、出資金が274百万円、未収入金が71百万円、未払金が90百万円、長期未払金が878百万円減少

し、顧客関連資産が64百万円、保険積立金が104百万円、繰延税金負債が172百万円増加したことによるものです。

この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益がそれぞれ41百万円増加し、四半期純利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益が30百万円増加しており

ます。
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（セグメント情報等）

前第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他

(注)３
計

調整額

(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

建設事業
鋼構造物
事業

港湾事業 計

売上高

外部顧客への売上高 15,308 2,415 519 18,242 59 18,302 － 18,302

セグメント間の内部売上高

又は振替高
11 5 － 17 4 21 △21 －

計 15,320 2,420 519 18,260 64 18,324 △21 18,302

セグメント利益又は損失(△) 1,980 130 △78 2,032 16 2,049 1 2,050

(注) １ セグメント利益又は損失(△)の調整額１百万円は、セグメント間取引消去等であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電事業、不動

産賃貸事業及びインターネット関連事業であります。

４ 建設事業におけるセグメント利益については、株式会社榮開発との企業結合についての暫定的な会計処理の

確定による見直し後の金額を反映させております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

2025年２月26日に行われた株式会社榮開発との企業結合について、前々連結会計年度において暫定的な会計処

理を行っておりましたが、前連結会計年度に確定しております。これにより、「建設事業」におけるのれんの金

額が減少しております。詳細は、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する

注記事項 （企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他

(注)３
計

調整額

(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

建設事業
鋼構造物
事業

港湾事業 計

売上高

外部顧客への売上高 13,604 902 610 15,117 57 15,175 － 15,175

セグメント間の内部売上高

又は振替高
35 92 0 128 5 133 △133 －

計 13,640 994 611 15,245 62 15,308 △133 15,175

セグメント利益又は損失(△) 648 △147 △90 410 21 431 2 434

(注) １ セグメント利益又は損失(△)の調整額２百万円は、セグメント間取引消去等であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電事業、不動

産賃貸事業及びインターネット関連事業であります。



オリエンタル白石株式会社(1786) 2027年３月期 第１四半期決算短信

－10－

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日）

財又はサービスの種類別の内訳

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
建設事業

鋼構造物
事業

港湾事業 計

基幹事業、連結事業

新設橋梁 3,283 729 － 4,013 － 4,013

ニューマチックケーソン
一般土木

4,768 － － 4,768 － 4,768

補修補強 5,686 1,685 － 7,371 － 7,371

PC建築 431 － － 431 － 431

港湾事業 － － 519 519 － 519

新規・周辺事業

工場製品等 967 0 － 968 － 968

その他 － － － － 36 36

顧客との契約から生じる収益 15,137 2,415 519 18,071 36 18,108

その他の収益(注)２ 171 － － 171 22 194

外部顧客への売上高 15,308 2,415 519 18,242 59 18,302

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電事業、不動

産賃貸事業及びインターネット関連事業であります。

２ 「その他の収益」は、機材賃貸収入及び不動産賃貸収入であります。

当第１四半期連結累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

財又はサービスの種類別の内訳

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
建設事業

鋼構造物
事業

港湾事業 計

基幹事業、連結事業

新設橋梁 2,322 309 － 2,631 － 2,631

ニューマチックケーソン
一般土木

3,122 － － 3,122 － 3,122

補修補強 4,915 593 － 5,508 － 5,508

PC建築 1,527 － － 1,527 － 1,527

港湾事業 － － 610 610 － 610

新規・周辺事業

工場製品等 1,716 0 － 1,716 － 1,716

その他 － － － － 34 34

顧客との契約から生じる収益 13,604 902 610 15,117 34 15,151

その他の収益(注)２ － － － － 23 23

外部顧客への売上高 13,604 902 610 15,117 57 15,175

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電事業、不動

産賃貸事業及びインターネット関連事業であります。

２ 「その他の収益」は、機材賃貸収入及び不動産賃貸収入であります。
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 383百万円 398百万円

のれんの償却額 78百万円 78百万円

（注） 前第１四半期連結累計期間の数値は、株式会社榮開発との企業結合についての暫定的な会計処理の確定に

よる見直し後の金額を反映させております。

（重要な後発事象）

（主要株主の異動）

当社は、伊藤忠商事株式会社より、2026年７月２日付で当社普通株式1,078,200株を取得した旨の報告を受け、同

社の当社株式議決権比率が20％以上であることを確認いたしました。これに伴い、同社は、当社のその他の関係会

社に該当することとなりました。

詳細につきましては、2026年７月２日に公表しております「その他の関係会社の異動に関するお知らせ」をご参

照ください。

（合弁会社設立に関する合弁契約締結）

当社は、2026年５月25日付「根基営造股份有限公司との台湾における協業及び合弁会社設立に向けた提携意向書

の締結に関するお知らせ」で公表しましたとおり、根基営造股份有限公司（以下「根基営造」といいます。）との

間で、台湾におけるプレキャストコンクリート事業の協業及び合弁会社設立に向けた協議を進めてまいりました。

今般、2026年８月７日開催の取締役会において、根基営造との間で合弁契約（以下「本合弁契約」といいま

す。）を締結することを決議いたしました。なお、本合弁契約の締結日は2026年８月10日を予定しております。

詳細につきましては、2026年８月７日に公表しております「（開示事項の経過）根基営造股份有限公司との台湾

における協業及び合弁会社設立に係る合弁契約締結の決定に関するお知らせ」をご参照ください。
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３．補足情報

（１）受注高、売上高及び受注残高の状況

Ⅰ 受注高

区 分
前第１四半期

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

増 減
前連結会計年度

(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

金 額

(百万円)

金 額

(百万円)

金 額

(百万円)

増減率

（％）

金 額

(百万円)

建設事業 20,469 7,687 △12,782 △62.4 76,325

鋼構造物事業 1,361 2,294 932 68.5 4,697

港湾事業 821 465 △356 △43.3 3,048

その他 62 54 △8 △13.1 248

合 計 22,715 10,501 △12,213 △53.8 84,320

Ⅱ 売上高

区 分
前第１四半期

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

増 減
前連結会計年度

(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

金 額

(百万円)

金 額

(百万円)

金 額

(百万円)

増減率

（％）

金 額

(百万円)

建設事業 15,308 13,604 △1,704 △11.1 56,828

鋼構造物事業 2,415 902 △1,512 △62.6 7,861

港湾事業 519 610 91 17.6 3,935

その他 59 57 △1 △2.8 241

合 計 18,302 15,175 △3,127 △17.1 68,866

Ⅲ 受注残高

区 分
前第１四半期

(2025年６月30日)
当第１四半期

(2026年６月30日)
増 減

前連結会計年度
(2026年３月31日)

金 額

(百万円)

金 額

(百万円)

金 額

(百万円)

増減率

（％）

金 額

(百万円)

建設事業 91,746 100,165 8,419 9.2 106,082

鋼構造物事業 10,950 10,231 △718 △6.6 8,839

港湾事業 2,925 1,591 △1,334 △45.6 1,736

その他 23 23 0 1.4 26

合 計 105,645 112,012 6,367 6.0 116,685
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月７日

オリエンタル白石株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 細 矢 聡

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柴 田 忠

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているオリエンタル白石株式会社の2026年４月１日から

2027年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四

半期連結累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定

める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条

第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠し

て作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付

結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


